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一　　序 説
　地方自治は，地方住民の意思に基いて地方公共団体の行政を行うこと，すなわち住民自治を根本の要素
とする。
　だが，住民自治とはいっても，広汎で複雑多岐にわたる近代的地方行政のすべてを，多数の住民の直接
参与の方法によって処理することは，ほとんど不可能であり，また適当であるともいえない。従って，地
方行政も国の場合と同様に，原則として，代表的民主主義の方法による外ない。そこで地方自治法におい
ては，原則的には代表的民主主義の方法によって，住民自治の要請に応ずるものとし，地方公共団体の住
民は，議会の議員および長等の選挙を通して，間接に地方行政に参与するものとする。（憲法93条）
　しかし，代表的民主主義による政治の運営は，時には住民の意思から遊離し，またはこれに反して，代
表者の恣意または独断によって行われ地方住民の福祉に反する結果をきたすようなことがないでもな
い1）。
　こうゆう場合に地方住民に，直接，自己の意思を表示する途を与え，これによって，かような代表的民
主主義に伴なう欠陥を是正し，それがもたらす弊害を除去する方法を講ずることは，真の住民自治の精神
を具現するゆえんであるといえる2）。
　このような見地から地方自治法は，代表的民主主義の原則によりながら，その欠陥を補ない，住民自治
の理想を実現するための一つの方式として，直接請求の制度を採用しているのである。それは，条例の制
定改廃請求，事務の監査請求，議会の解散請求，議員・長等の解職請求の四種からなる。
　しかしながら，これらの制度には疑問があるのである3）。つまり，これらの制度の前提は，一般に腐敗
している議会・長等と健全なる住民との対立であるが，しかしその議会・長等自体は住民の選出によるも
のなのである。従って，これらの制度の運営は，選挙制度と同じ難点をもっているわけで，本来，これらの
制度が十分に運営される状況下では，これらの制度の必要性はないという矛盾を含んでいるのである4）。
　こうゆう本質的な矛盾があるために，これらの諸制度が，しばしば濫用され地方公共団体内部の紛争の
具に供せられたこと，殊に多数の意思に反する少数者の横紙破り，または嫌がらせに悪用されるような弊
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害のあったことは否定できないところであり，また地方住民も自己の署名の意義を正しく反省せず，しば
しば，こうゆう政治的策動に利用されていることも事実である5）。
　しかし，本質的には代表的民主主義に必然的に伴なう住民と執行，議決両機関とのあいだに生ずる意思
のギャップをうめることはできないとはいっても，フリードリッヒもいうように，この制度は住民の投票
の自由を保障する制度上の保障があるならば，議会や長を政党やプレッシャスグループの圧力扇動を克服
し得る民主的方法の一つなのである。この制度による「人民の意思」は，正当性の基礎として，また全面
的承認を確保する基盤としては，こんにちその光彩をある程度失ってはいるが，現段階においてはこれよ
りよい制度はないといえよう6）。
　本稿におv・ては直接請求制度の一っである解職請求権（Recall）一直接請求制度中，もっとも頻繁に
利用されているのはリコールであり，解散請求を含めてのリコールの件数は，地方自治法施行以来，今日
まで7，000余件にまで上り，直接請求全体の75％を占めている一につV・て検討し，この制度がもつ欠陥
を指摘し，住民の自由な暑名を保障するように制度上の欠陥を匡正するために，どのようなにすればよい
かを述べて見たいと考える。
1）ルソーは，「イギリスの人民は自由だと思っているが，それは大まちがいだ。彼らが自由なのは議員を選出す
　る間だけのことで，議員が選ばれるや否や，イギリス人は奴隷となり無に帰してしまう。」と述べている。社会
　契約論，柔原・前川訳　p．133
2）　田中二郎　行政法（下）　p．314参照
3）和田英夫　行政法ノート　p．116参照
　　横趣英一　政治学体系p。148参照
4）　ラスキは，「直接民主制の主張者は，どこかに政治的病弊に対する秘薬たる治療剤があるとの痛ましい信念を
　いだv・てv・る熱心家の奇妙な集団である。」と述べてv・る。H．　J．　Laski：Grammer　of　Politics　p．328
　　ローウエルは，「たずねる知能をもった勇敢で正直な議員をえらべない社会が，議会の法案について，それよ
　りちやんとした判断を下だせようか。」と直接民主制のもつ矛盾を指摘している。A．　L　Lowell：Public　Opin－
　ion　and　Popular　Government　p．156
5）吉富重夫教授は，「直接請求制度は，制度としては住民自治意識の直接的反映たる意味をもつものであるが，
　しかしながら，この制度の運用が頻繁に行なわれるからといって，それで住民意識が高いという結論にはならな
　い。殊にわが国のように，封建的前近代的要素が濃厚に地方社会を支配するところにおいては，こうした勢力に
　よって直接請求制度が乱用され，そこにいわゆる濫用なる現象を発生せしめてはいないと，いいえない」と述べ
　ておられる。吉富重夫：地方自治p・326
6）　CJ．　Friedrich　：Constitutoinal　Government　and　Democracy　p．570
ニ　リコールの法源とその理念
　1　憲法第15条1項は，公務員を選定しおよび罷免することは，国民固有の権利であると規定している
が，これは公務員の選定および罷免権が国民全体に存し，天皇その他一部の特定の者に存しないことを明
らかにしたので，現実に選任または罷免する権限を国民がもつ趣旨ではない1）。
　しかし，地方自治法第13条2項は，「日本国民たる普通地方公共団体の住民は，この法律の定めるとこ
ろにより議会の議員，長，副知事若しくは助役，出納長若しくは収入役，選挙管理委員若しくは監査委員
叉は公安委員会の委員の解職を請求する権利を有する。」また同条3項では「……法律の定めるところに
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より，その属する普通地方公共団体の教育委員会の委員の解職を請求する権利を有する。」と規定してい
る。この規定のうち，議会の議員，長，教育委員会の委員については，地方住民は文字通りの解職権を有
しているのである。これは，公務員の任免権の根拠が国民主権の原理から発する以上，この種の公選公務
員の批判および任免の権限が，必要に応じて，最終の決定権力として現実の制度の上に現われてきたもの
といえる。
　つまり，地方公共団体の議会の議員および長の選挙権を有する者は，その有権者数の三分の一以上（議
員については，選挙区があるときは，その選挙区における総数の三分ノー以上）の者の連署を以って，議
会の議員，長，もしくは教育委員会の委員の解職を請求することができるのである。この請求があったと
きは，これを選挙人の投票に付し，その投票において過半数の同意があると，議員，長，もしくは教育委
員は，その職を失なう建前になってv・る。（地方自治法81条～89条，教育委員会法29条）これは，いわゆ
るリコール制の典型的なものであり，これについては住民の直接参政権の立場から憲法95条の特別法の住
民投票と同様に解職権として直接に憲法に規定した方が，性格がはっきりするとの主張がある2）。
　また，副知事，助役，出納長，収入役，選挙管理委員，監査委員，公安委員会の委員に関しては，地方
公共団体の議会の議員および長の麹挙権を有する者が，その総数の三分ノー以上の者の連署を以って，地
方公共団体の長に対し，解職を請求することができる。この請求があったときは，長はこれを議会に付議
し，議会において三分ノニ以上の者が出席し，その四分ノ三以上の者の同意があったときは，これらの者
はその職を失なうのである。　（地方自治法86～88条）これらの主要公務員に対する解職請求権は，文字通
りの解職を求める権利で，上述したものとは異なり解職権ではなく，また請求権といっても，議会におい
て必らず解職しなければならないわけでなく，解職するや否やは議会の判断にかかっているのである。
　2．　以上述べたような解職請求に関する地方自治法の規定は，理論的には二つの目的をもっているもの
といえよう。
　その第一の目的は，公職にある特定の個人が無能力，不誠実であるという理由で，住民がその者を召環
し，もっと適当な個人をその地位にすえようとすることである3）。
　その第二の目的は，長と議会との間の争いを，住民自身によって判定させようとすることである3）。
　つまり，第一の目的は，特に首長公選制とうらはらの関係にあり，そのアフターケアとして機能しよう
とするところにあるのである4）。
　第二の目的は，我が国の地方制度は憲法93条によって，v・わゆる長一議会型（President　System）を
とることが規定されているのであるが，地方自治法は，この原則を具体化するにあたって，極めて特異な
方式をとり，議会による長の不信任議決と長による議会の解散の制度を認めたのである（地方自治法178
条）。そこで両者の対立が，不信任決議および解散の方法で明示的に示されれて，住民はその間の争いを
裁定する機会が与えられるわけなのであるが，事態がそこまで進展しないでも，必要に応じ住民自身の発
意によって，あるいは長を召環し，あるいは議会を解散して，そのいずれかの機関を他の機関と協調させ
ることを可能にしようとするためなのである。長の解職および議会の解散の直接請求は，まさにこのよう
な意味をもっているといえる5）。
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　3，　ところで，これら二っの目的は，実際の解職請求の場合に，その狙いどうりに実現されたであろ
うか。
　第一の目的に関しては，首長の場合は無能とか不誠実とかが，解職請求の理由となっていても，その背
後には後に述べるように複雑なものがあるのであるから，これは除外して，他の公職にある者，例えば議
会の議員などについては，我々の日常において汚職や刑事事件をおこした場合など，リコール運動が展開
されることなどから，その目的とするところのアフターケアが十分に機能していることに推察される。
　しかし，第二の目的に関しては，政治的要素が強いところだけに複雑な型となって現われてくるのであ
る。
　第二の目的は，長と議会の政争を住民の手で調停しようとするわけであるが，その意味を住民がはたし
て理解しているかどうか，また請求代表者がどのような意図でリコール運動を展開したかということが問
題になる。まず，実例を見ると具体的な政争問題をスローガンにかかげたリコール運動は，議会の解散と
長の解職の二つの要求となって現われてくることはほとんどない6）。たいてい，どちらか一方に不信任を
現わすものであり，議会の解散の賛否，あるいは長の解職の賛否として表面に現われてくるものであり，
その大部分が長の解職の請求といと型で現われてきているのである。
　だが，これらすべての具体的な政争問題をス・一ガンにかかげたリコール運動が，この制度の第二の意
味の両機関の問の対立を調整しようとするために機能しているとはいえないのである。それは，むしろ応
々にして署名者が内容を知らされずに署名を求められたり，偽の署名が行なわれたり，署名簿が回覧板式
に持ち歩るかれたり，町のボスによって署名が強制されたりしている事実などがあげられているところか
ら見れば，それは明らかに，個人的対立や地域的対立のために一部の者が利用している場合もあると考え
られる7）。そうすると，この制度の第一の目的である公職にある特定の個人が，特に首長の場合に，能力
や誠意があるかどうかについての再評価も，実は抽象的な問題としてではなく，常に具体的な問題とし
て，すなわち政争の対象となって現われてくるることがわかるのである8）。従って，そこには多数の意思
に反する少数者の横紙破り，嫌がらせ等のためにこの制度を濫用する場合もあるし，またそうではないと
しても，リコールが具体的な政争問題であるということになると，解職請求の暑名を獲得するるために，
あるいはそれを阻止するために，両派互いに秘術をっくしての運動を展開することになるのは当然のこと
であり，そこに署名獲得の方法をめぐっての新しい紛争が生じてくるのである。
1）　清宮四郎　憲法I　p．95参照
　　橋本公亘　憲法原論　p．245参照
2）　この点について，酒井吉栄教授は，「代議制民主主義に必然的に伴なう住民と執行・議決両機関との間に生じ
　る意思のギヤップをうめるものであることを老えると，憲法上の制度にまでおし上げるべきではないだろうか。
　なぜなら，法律上の制度にすぎないならば，容易に改廃せられることもあるが，硬性憲法上の規定であるなら
　ば，いっそう堅固であるからである。」と憲法上の規定にすることに賛成しておられる。
　　日本国憲法史考　p．305
　　現状維持論としては，和田英夫教授が，「自治体職員に対する伝家の宝刀的な強力な住民監視の手段にあると
　いうべきであろう。ただし，憲法のレベルまで引き上げるのは，立法論として必要不可欠なものとまではいえな
　V・。」と述べておられる。法律時報臨時増刊・改憲問題の焦点　p．230
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　　憲法調査会では，これについて小林与三次参考人が，現状維持論を支持しておられる。
　　なお，外国憲法のなかには，地方自治に関する直接民主政を保障するものが少なくなく，キューバおよび中華
　民国の憲法はいずれも国民発案，国民表決，国民解職の制度を認め，イタリー，パナマおよびウルガイの憲法は
　国民発案および国民表決の制度を保障するほか，ポルトガル憲法は国民表決を，またベトナム憲法は人民会議お
　よび執行委員会の構成員について，国民解職を保障している。
3）　鵜飼信成　法律時報第21巻7号　p，21参照
4）和田英夫　ジュリストNo。241．　P．96参照
5）　ワイマール憲法下のドイツ諸邦は，同様な制度を採用していたけれども，こそでは前提となる邦（Land）の
　政治機構は，議会に極めて強い地位を認める徹底した議院内閣制があって，長は一般に議会の解散権を与えられ
　ていなかった。議会解散の直接請求は，この意味で住民の意思を積極的に示す唯一の機会となったわけで，我が
　国の場合にくらべると，その意義は，はるかにはっきりしていたといえる。
6）昭和23年，石川県山代町での温泉開掘問題について議会の解散と長の解職の請求をなしたなど少数の例しか見
　い出しえない。この場合には，住民は長，議会両方に対して全面的に不信任の意を現わしたというべきであろ
　う。
7）吉富重夫教授は，「直接請求制度が，必ずしも地方代議政治の欠陥補正の原理として作用しておらず，むしろ
　個人的対立や地域的対立の突破口として利用されているのが事実である。………従って，そこには自治政の台理
　化に対する政治的意欲や，この意欲を具体化すべき権利意識は稀薄であるとされるのである。こうした現実を前
　にしていえることは，時としては，それが正常に住民の意思を代表する公選首長や議会に感情的，利害的に対立
　するボスやその配下による政治的動員を可能ならしめ，地方代議政治を動揺，混乱せしめ自治の高揚どころか反
　動的役割を営ましめなV・とはかぎらなV・とV・うことである。」と述べておられる。前掲書p．326－7．参照
8）バードは「リコールの理由は，裏に潜んだ動機まで探索すると様々なものがあるが，リコールを要求した勢力
　からみると，政治革新団体，不平のある納税者，政治上の反対派，地下勢力，道徳改革運動家，土建会社まで種
　々であるが，これらの者がリコールをした表向きの理由は（無能力）であり（公金の浪費）であるが，しかしそ
　れだけではリコール運動を起させる真の力は明らかではなV・。」と述べてV・る。ELBird；Recall　in　Encyc－
　lopedia　of　Social　Science．　Vol．7．　p，148。
三　府県単位のリコール
　T．　まず府県単位のリコールを検討してみる。これは市町村単位の揚合とは異なって，区域が広くそれ
に従って人口も多いだけにリコールを請求するには，十万単位の署名を要するのであるから，一部の者が
政争の具と供して県政を撹乱しようとしても，それは事実上不可能なことであると考える。従ってここで
問題となるのは，署名集収を通しての問題であり，欠陥があるならばそれについての匡正にっいて考え
る。
　この問題について，史上最大のリコールといわれた都道府県単位の長の解職請求1）の我が国における最
初のケースとなった福岡県知事リコール運動を通して，上述の暑名獲得の方法をめぐる問題を検討するた
めに，参照して見たいと考える。
　当時（昭和32年），福岡県政は土屋福岡県知事が担当していたのであるが，その副知事が公金流用事件
を引き起した。っまり，県の公金一億円を某を介して東京のある銀行に預託し，その利子として一千万円
を受け，そのうち六百万円を副知事が着服し，その使途として議会工作とか，あるいは知事選挙の穴埋と
か，そういったものに使ったのである。この事件は，昭和32年3日に発覚されたのであるが，検察庁は，
知事はこの事件については直接にはなにもタッチしていなく，従って刑事上の責任は問う必要はないとし
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た。だが，議会としては知事の政治的責任を問うために，不信任案を提出し，この問題について議会とし
てなんらかの意思表示をしようとした。
　当時の議会の勢力分野は，大体，保守，革新がほぼ同数で，保守が29人，革新が26人，その中間に新政
会，公政会，農協会というような中間的な党派があって，これが大体30人ぐらいであった。
　　　　　　　　　　　　　　　知事の解職請求の手続図
　　　　　　　　　　　　　　請求代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　（代表者証明書交付申請）
　　　　　　　　　　　　　　府県選挙管理委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　（代表者証明書交付）
　　　　　　　　　　　　　　請求代表老
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　（署名の収集の委任）
　　　　　　　　　　　　　　署名収集人
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　（地方住民から署名の収集）
　　　　　　　　　　　　　　請求代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　（署名の証明を請求）
　　　　　　　　　　　　関係人　　　市町村選挙管理委員会
　　　　　　　　　　　　　（申議の申立）　　　　↓（署名簿の返付）
　　　　　　　　　　　　　　　　請求代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　　　　（解職請求）
　　　　　　　　　　　　知　事一→府県選挙管理委員会
　　　　　　　　　　　　　　（弁明書）　　　　↓（投票の告示）
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　この場合，県議会としては，地方自治法上の正式の不信任案の議決，すなわち議員の三分ノニ以上が出
席して，四分ノ三以上の賛成を要するというものではなく，単に政治的な意味で通常の過半数による不信
任の議決をしようとしたのであるが，結局は一票の差で不信任案の否決ということになった。
　そこで革新派がリコール運動を展開しはじめたのである。昭和32年11月10日から正式の知事リコール運
動に入り，この日を起算点とする予定順序は次の如くである。
　請求代表者証明書の交付申請　昭和23．11．4
　請求代表者証明書交付とその旨告示　昭和32．11．9
　署名の収集　昭和32．11．10～33．1．9．（2ケ月間）
　署名籍の提出　昭和33．1．19まで
　署名簿の審査　昭和33．1．19～33．2．8（20日間）
　署名簿の縦覧　昭和33．2．9～33．2．15（7日間）
　署名簿の署名に関する異議の申立　昭和33．2．9～33．2．15（71日間）
　署名簿の異議決定　昭和33．3．　1
　署名簿の返付　昭和33．3．2
　解職の正式請求　昭和33．3．12
　請求の補正または却下　昭和33．3．17まで
　請求の受理の公表　昭和33．3．17
　知事の弁明書徴収　昭和33．4．6まで
　投書日の告示　昭和33．4．16
　そこで請求代表者たちは，法の規定に従って署名収集人に署名の収集を委任した。署名収集人の数は，
約一万七千人ぐらいであって；昭和33年11月10日から2ケ月間，署名の収集に従事したのである。
　収集署名の法定数は，選挙人名簿の登載者の三分ノー，73万人であった。
　ここに，リコール派，反リコール派としのぎを削る署名の収集運動とこれを阻止する運動が，全県下に
わたって展開されたのである。リコール派としては，県総評，全労，社会党，共産党，その他革新派が必
勝を期し，一致団結して運動に従事し，しかも中央の革新政党，総評などの団体もこれに呼応して政治
的，財政的支援を送り，党や組合の幹部たちが支援するという状態であった。
　これに対する反リコール派は，保守派よりなる県政権推進協議会というものを組織し，リコール反対の
猛運動を展開し，中央保守党の大物が応援にくるというような両派の状態であった。このリコール運動の
特色は，この両派の泥試合ぶりにあったといえよう。
　まず知事からは，リコール派は自分（知事）はこの事件に関しては法律上の責任がないにもかかわら
ず，いかにも法律上の責任があるかのように宣伝して署名を集めている。これを聞くと自分は，身ぶるい
がおこるような憤りを感じると称し，リコール派を相手どって名誉棄損罪で告訴した。これに対してリコ
ール派からは，知事を相手どってぶ告罪で告訴した。
　さらに引き続いてリコール派は，報復手段として知事が自分のリコール反対運動で飛び回って在庁しな
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いので警察に知事の捜索願を出す。あるいは，知事が公舎を本拠としてリコール反対運動をやっていると
いうので，リコール派の運動員が知事公舎に乗り込む。これに対して，今度は知事が乗り込んだ運動員を
家宅侵入罪で告訴するというような状態であった。そのうち，実際に裁判の問題になったのは，知事が県
の職員がリコール運動の推進に一役買ったということを理由に，地方公務員法違反として解雇したという
ような事件もあった。
　そして，昭和33年1月9日暑名の収集は，終り，それから10日間署名簿の整理期間をおv・て市町村の選
挙管理委員会に署名簿が提出された。
　その署名の数は，879，　786であったが選挙管理委員会でその署名の有効無効を審査した結果，879，786
のうち無効数が227，912となり有効署名数は法定数に約7万の不足をきたし，リコールは成立しなかった
のである2）。
　2．　このように署名獲得に関して紛糾することは，リコール自体が多分に政治的性格をもつものである
ために，避けられないにしても，それは決して望ましいものであるとはいえない。けだし，リコールは選
挙と同様に住民が自由な意思で署名がなせるように，公正なる状態にあるべきであるからである。しか
し，市町村単位のリコール運動でも同様であるが，福岡県知事リコール運動で見られたような泥試合とい
う紛糾状態は現実に起っているところである。
　署名獲得をめぐってのこのような常軌を逸した紛争状態が起るのは，地方自治法がとる現行制度に欠陥
があるからであると考える。つまり，府県単位のリコールに，このような住民の自由な意思で署名をなし
えないよう紛糾を生起せしめる直接の原因は，現行法がとる署名収集期間の短かさと法定署名数の高さと
署名収集期間の運動に関する法的規制の不備（これについては，市町村単位のリコー・レの場合にも問題と
なるので後に述べる）にあると考える。
　a　まず署名収集期間に関していえば，府県のような大きな区域では，例えば福岡県の例でいうと，短
期間に数万の署名を集め，そして20日間にその効力を審査しなければならないというような手続には少し
無理がある3）。っまり，解職請求の署名収集期間は条例の制定改廃の請求の場合よりも，はるかに多くの
署名の収集を要するにもかかわらず，現行政度のもとでは条例の制定改廃の請求の場合と同じく，都道府
県では2ケ月，市町村では1ケ月となっているのは明らかに不合理であるといえよう。（地方自治法施行
令92条，97条，100条，116条）
　従って，府県のような広い区域にわたって，たくさんの署名をこのような短期間に集めるには，どうし
ても組織をもたなければ困難ということになる。およそ，リコールには，常にリコールされる者の反対運
動が伴うので，どうしても激しい政治運動が引き起されるわけであるが，それが組織を背景に行われるこ
とになると，自然リコールが紛糾してくる可能性が大きくなるのである。福岡県知事のリコールの場合
に，自治体内部の問題であるにもかかわらず，両派共に自己の立揚を有利にするために中央政界から大物
を応援に呼ぶなどということは，その典型的な例といえよう。このような状況下では，住民が公正な意思
でもって署名をなすべきか否かを判断するのは困難なことであるといえる。
　b　次に解職請求をなすための法定署名数について問題がある。つまり法定署名数が高ければ高いほ
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ど，請求代表者は多数の署名を得るために猛運動を展開せねばならず，従って暴行脅迫，買収，印鑑偽造
などという不法行為がでてくる可能性がある。パードは，「リコールが効果的に機能するためには，署名
のパーセンテイジがリコールを実行されぬものたらしめるほど高くなく，さりとて公務員の政治的反対者
によるその濫用を容易ならしめるほど低くないことが不可欠である4）」。と述べているが，我が国の府県
単位のリコールは，この意味では高きにすぎるといっても差支えないと考える。けだし署名収集は，解職
を決定する投票ではなく，その投票を行なうかどうかを決定するためにするのであるから，そのパーセン
テイジをあまり高くする必要はないのである。最終的には解職は，住民投票で決めるのであり，その投票
のプロセスの段階で厳格にすぎることは，リコール制度の趣旨に反するものといわなければならない。ア
メリカにおけるこの問題の取扱いが，例えばオレゴン州と共にこの国で最も直接参政制度が発達している
といわれるカルフォルニア州においては，市町村の場合，当該公職につき最低の選挙で全候補者に投ぜら
れた投票総数の25％，カウンテイ　Countyの場合は同じく20％，そして州の場合同じく12％となってv・
るのがここでは参考にされてよい5）。これに対して，現在の三分ノーのレベルを引き下げると制度の濫用
のおそれがあるとの反論があるが，もしそうゆうことがあっても，それは住民の自治意識の問題であっ
て，それを制度の欠陥とするのは本末顛倒というべきであろう。
　3．府祭単位のリコールにおいては，上に述べたように署名収集期間の短かさと決定署名数の高さが大
きな原因となって，リコール運動を紛糾させ住民の自由な意思での署名を困難ならしめる。従って府県単
位のリコールについてはこの二つの問題を立法論として注目する必要があろう。少なくとも，現在におい
ては府県は，区域も広くかつ人口も多いのであるから府県，市町村共に画一的な制度でリコールを規制し
ようとするのは妥当であるとはいえない。
　1）　アメリカでも州単位のリコールは制度が存在しても，実際にはほとんど行われてはいない。これまで州知事の
　　　リコールは，1921年のノース・ダコタ州のLynn．　J．　Frazier知事の例があるだけという。手島孝　都市問題研
　　究第10巻12号P．40
　2）　桜沢東兵衛　都市間頭研究第10巻12号p．19参照
　　　熊沢正弥　地方自治第129号p．53参照
　3）この関連で，署名の追加の制度が特にリコールにっいては十分に考慮される必要がある。けだし，折角多数の
　　署名が集められていながら，僅かの数の不足で請求が受理されないという事態をなんらの救済手段なくして放置
　　するのは決して制度の精神に合致するものとはいえないからである。この面で，アメリカのカルフオニア州の制
　　度には参考とされるべきものがある。すなわち，それによると州におけるリコール請求は，カウンテイCounty
　　または市の書記または有権者登録官に提出されて20日の期限で審査され，審査終了次第認証書を付して州務長官
　　に送付されるのであるが，その後40日以内なら追加署名を付した同一の請求書を更に書記または有権者登録官に
　　提出することができるのである。手島　孝　前掲書p．40参照
　4）F．LBird　and　E　M．　Ryan：The　Recall　of　Public　Offcers　p．61
　5）手島　考　前掲書P．41参照
四　市町村単位のリコール
　1．市町村単位のリコールに関しては，署名獲得をめぐる問題はあるにしても，その第一の問題は，一
部の者がそれを政具の具と供するということにあると考える。
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　当初，リコールを含めて直接請求制度は，物珍しさや戦後の解放感から相当頻繁に利用れ，政治的な目
的に悪用された例が多かった。例えば地方公共団体が財政権で苦しんでいるおりに，減税条例の制定を請
求したり，署名簿を各戸に持ってまわって選挙運動に利用したりする事例が当初は少なくなかったのであ
る。
　そこで，このような弊害を除くという主旨で昭和33年の地方自治法の改正によって，　「地方税，分担
金，使用料および手数料に関する事項が条例の制定改廃の対象から除かれたほか（地方自治法12条カッコ
書き），昭和25年の地方自治法の改正によって，署名簿の縦覧，署名の無効，違法署名運動に関する罰則
（地方自治法74条の2～4，80条4項，81条2項，86条4項）等の条文が新らたに規定されるにv’たった。
　このような立法措置がとられてから，この措置が制度の濫用をある程度阻止し得ることと，住民がこの
制度の運用に慣れてきたことによるため，現在では，この制度が濫用される傾向になくなり，弊害も次第
になくなってきたといわれる1）。
　ちなみに，制度改正前におけるリコールの請求件数は，議員が37件，長が173件，その他の主要公務員
の件数が4件となっており，かなり高い請求件数を示したのであるが，その後，逐年減少の傾向にある。
　だが，請求件数が少なくなったといっても，それは決して住民が，リコール制度を正しく理解したため
に濫用や政争の具に供する余地がなくなったということを意味するものではないことに注意しなければな
らない。
・リコールは，市町村単位のなかで，特に下部の地方公共団体に見られるものであり，それだけにボスや
一部の行動派が，その顔や数ρ力に物をいわせて，なかば義務的，強要的に署名が求められる事例が多い
のであり，住民は書き慣れた道路や水路に関する陳情や学校増設の署名運動等との間に別段の相異を見い
出さず，また場合によってはほとんどそのことを知らされずに署名が求められたことがあるのである2｝。
　こういうような天下り式の署名運動は，運動範囲が狭いことに加えて無記名式選挙と違って，記名式投
票に似ているために，我が国の封建的・威圧的風習の強い社会では，義理・人情の利用となって本来の住
民の個々の意見とばかけ離れた署名運動をうみ出している場合があり得るのである。従って，署名収集を
戸別訪門等によって求める建前を廃して，一定の署名所を設けて署名せしめる必要があるという意見が強
く主張されているのは，極めて当然のことであるといえる3）。しかし，こうゆう事態が生じていること
は，リコール制度とか署名収集とかいう制度に原因を帰すべきではなく，我が国の後れた社会（封建的色
彩の残っている村落等）で，その質的な古さの上に数をそろえる制度がそのまま導入されたこと，すなわ
ち封建性にその大きな原因があることはいうまでもない。
　それ故に，もし暑名の収集の容易さが，一部の者が政争の具に使うなどという濫用を生みだしていると
するならば，濫用を警戒するためには，まず支配と服従を維持する社会的後進性や封建性に対して警戒す
る必要があるのであって4），反対に，署名収集の容易さや住民の気軽い署名協力の故に，その濫用を警戒
し，法規の制限を強めても，それが政争の具に供するなどという濫用をくい止めることができるものでは
ないことは注意しなければならない。
　2．だが，リコール制ということ自体には問題がないとしても，それを現実化するところの制度に関し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一106一
ては欠陥があると考える。まえに述べたように府県単位におけるリコール運動の署名獲得をめぐる紛糾状
態にしても，また市町村単位においてこの制度に対する住民の理解の不足，欠如と相まって，これを感情
問題の解決，一部野心家の策動もしくは党派的権力斗争の有力な手段として利用させるにいたらしめたこ
とも，署名収集期間の短かさとか法定署名数の高さとか，署名の収集の容易さに大きな原因があるにして
も，このような問題を引き起す根本的な原因は，直接民主主義の現実形態にあり，その現実形態の性格を
リコール制度は正しく理解していないことにあるのである。
　すなわち，一般的には直接民主主義は投票の形で行われ，一般住民は，すでに一定の内容をもってそこ
に示されている命題に対して賛否の投票をするのが今日の現実の形態における直接住民投票であり，その
限りでは形態として間接民主主義となんら異なるところはないのであり，また直接住民投票を行なうか否
かを決定する形態も投票に類似した署名の方法で行なうかぎり，署名も本質的には一個の投票と見なけれ
ばならなv・5）。
　従って，リコール制における住民投票も解職請求のための署名も選挙と同質に考えるべきであり，選挙
運動におけると同じ規制を受けリコール運動の公正を実現しなければならないと考える。
　しかし，地方自治法の建前からすれば，解職請求の署名収集が成立し，一般投票に移った場合，その運
動にっいては公職選挙法第13章の選挙運動に関する規定の適用があるが，その前段階，つまり署名収集の
期間に署名を成立させ，あるいは成立させないためにおこなわれる両派の運動については，ほとんど法的
な規制を欠いており，いわば野放しの状態にあるのである。ここに署名収集の時期における買収，供応な
どという事態が生じてくる余地があり，これらの余地がある故に，福岡県知事リコール運動に見られたよ
うな粉糾状態や，また市町村単位のリコールにおいて見られる一部の者が政争の具に供するというような
濫用を容易ならしめ得る原因があるのであり，リコール運動の公正を期し得ないのである。つまり，現在
においてはリコール制の正しい運用がなされるための，住民が自由なる意思で署名し得るという制度的な
保障はなされていないといえる。では，その制度的な保障とは何かといえば，それはいうまでもなく署名
収集期間中における運動についての法的規制である。これらの規制を欠いているのは立法上の欠陥という
べく，署名収集の段階においては，公職選挙法の選挙運動に関する規定のうち最少限度としても138条
（戸別訪門の禁止），139条（飲食物の提供の禁止），また221条（買収および利害誘導罪）を適用し，
先に述べたような請求代表者や運動員また反リコール派の不当な買収や供応行為を禁ずべきものであると
考える6）。
1）憲法調査会第44総会での鈴木俊一参考人の報告から参照
2）　高辻正己　自治研究第27巻7号　p．22参照
3）　高辻正己　前掲書p．24参照
4）河中二講都市問題研究第7巻3号p・45参照
5）　鵜飼信成　法律時報第21巻7号p。23参照
6）　リコールを含めての直接請求制度について憲法調査会では，たいして問題とせず改革的な意見も出されず残念
　であった。
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　本稿においては，紙数の関係上もっぼらリコールの制度面についてのみ検討し，その運用にあたっての
手続上の問題については触れ得なかった。
　手続上の問題についてもいろいろと重要な問題があるのであって，例えば署名の収集時において，その
請求代表者の手中に，署名簿がある時は，有権者自らその署名を取消すことができるかどうかとか，ま
た，リコールの賛否投票の告示後，署名の効力に関する本案の訴訟に関連して裁判所は行政事件訴訟法25
条2項の規定により賛否投票の執行停止ができるか否かというような問題がある。これらについては，別
の機会に検討して見たいと考える。
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